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実施計画の概要 

１ 趣旨 

 実施計画は、第６次高槻市総合計画の基本計画で示された方向性に沿って具体的な取組の推進を図るため、策定するものであり、「市民ニーズ

への対応」と「健全財政の維持」を総合的かつ計画的に推進します。 

 

２ 主要事業 

 実施計画では、第６次高槻市総合計画の基本構想に掲げる将来の都市像の実現に向け、取り組むべき主要な事業（主要事業）を分野ごとに掲載

します。本計画では、全分野の主要事業として、７５事業を掲載しています。 

 

３ 計画期間 

実施計画の計画期間は３年間とし、主要事業の進捗や社会環境の変化を踏まえるため、毎年度、策定します。 

 （本計画の計画期間は、令和４年度から６年度まで） 

 

４ 進行管理 

各主要事業について、実績の振り返り（評価）を行った上で、次年度以降の計画を行うこととし、効果的・効率的な進行管理を行います。 

 

５ 実施計画の見方 

(１) 新規に実施する主要事業は「主要事業名」の前に【新】と記載しています。 

(２) 「概要」は、３か年の内容を含む、主要事業の概要を記載しています。 

(３) 「令和３年度実績（見込み）・評価」は、令和３年度の見込みも踏まえた実績とその評価を記載しています。 

(４) 「方向」は、「令和３年度実績（見込み）・評価」の内容を踏まえ、継続（引き続き、主要事業として取り組むもの）、拡充（拡充するもの）、

縮小（縮小するもの）、完了（完了するもの）、通常（主要事業から通常の事業となり、以後掲載しないもの）、廃止（廃止するもの）、休止

（休止するもの）のいずれかを記載しています。 

(５) 「令和４年度当初予算」は、令和４年３月市議会の提案額を記載しています。また、繰越額は現時点の見込み額を記載しています。 

(６) 「３か年の計画」の令和５年度及び６年度の欄は予定を記載しており、前年度から継続する場合は「継続」、未定の場合は「未定」、事業を実

施しない場合は「―」を記載しています。  
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主要事業 

１ 都市機能が充実し、快適に暮らせるまち 

番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

1 富田地区のま

ちづくり 

富田地区交通まちづくり基本構想を推進するた

め、地域が主体となる歴史的なまちなみの形成

や維持に向けた取組に対して、富田まちなみ環

境整備事業による支援を行う。 

また、ＪＲ京都線の高架化事業においては、交

通課題の解消はもとより、南北分断の解消、都

市基盤の整備により、にぎわいと魅力あふれる

富田都市拠点の形成に向け、検討の深度化を図

る。 

・富田まちなみ環境整備事業の周知啓発 

・ＪＲ京都線の鉄道高架化とＪＲ橋梁部

における芥川河川改修との同時施工に

について、関係者とともに勉強会を開

催し、整備効果や構造形式などの技術

的検討を行うとともに、事業主体であ

る大阪府に要望を行った。 

⇒富田まちなみ環境整備事業について

は、地域が主体となったまちづくり活

動の支援を通じ、個々の取組が地域に

波及するよう事業を推進する必要があ

る。また、鉄道高架化については、勉

強会で同時施工の整備効果等について

検討を進め、次年度への課題が整理で

きた。 

継続 4,581 継続 継続 都市創造部都市

づくり推進課 

市民が安全で安心して集える公共施設の再構築

の検討に取り組む。 

・令和 2 年度に策定した、公共施設の再

構築の方向性（案）等を踏まえ、公共

施設再構築を軸とした「富田地区まち

づくり基本構想（素案）」の検討を行

った。 

⇒検討した結果の素案を基に、市民意見

を反映させながら、基本構想の策定を

進めるとともに、老朽化している公共

施設について、市民が安全で安心して

集える施設として、再構築の検討を推

進する必要がある。 

継続 ― 

※前年度からの

繰越で実施 

(5,595) 

継続 継続 総合戦略部アセ

ットマネジメン

ト推進室 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

2 新名神高速道

路等の沿道ま

ちづくりの推

進 

新名神高速道路の高槻インターチェンジ周辺及

び関連道路の沿道地域において、地区特性に応

じた計画的な土地利用への規制・誘導を図るた

め、土地区画整理組合等に対する支援を行う。 

・高槻インターチェンジ周辺では、高槻

の新たな玄関口にふさわしい土地利用

の早期実現のため、成合南土地区画整

理組合に対し各種公共施設等の整備に

必要な支援を行った。 

・十三高槻線沿道については、道路整備

と合わせたまちづくりに向けて地元組

織と継続的に意見交換を行った。 

⇒沿道まちづくりについては、継続した

地域への支援により事業が適切に遂行

でき、今後も継続した支援の必要性を

確認できた。 

継続 11,972 継続 継続 都市創造部都市

づくり推進課 

新名神高速道路の高槻インターチェンジ周辺及

び関連道路の沿道地域において、企業誘致に向

けた取組を行う。 

・高槻インターチェンジ周辺地域である

成合南地区の土地区画整理事業の動向

を注視し、情報収集等を行った。 

⇒引き続き、情報収集に努め、企業誘致

の取組を行う必要がある。 

継続 ― 

※「5-12 企業

誘致・定着の促

進、創業支援

等」に含む 

継続 継続 街にぎわい部産

業振興課 

3 新駅設置と新

たな市街地形

成の検討 

檜尾川以東の鉄道沿線において、新名神高速道

路の供用や十三高槻線等の整備など周辺環境の

変化を踏まえ、鉄道事業者と新駅設置について

検討を深める。 

・新駅設置と新たな市街地形成につい

て、鉄道事業者と検討の深度化を行っ

た。 

・地域住民等が実施するまちづくり活動

に対して支援を行った。 

⇒鉄道事業者においては、適切な役割分

担の下、駅舎構造等の技術的検討が図

られ、今後も継続した検討の必要性を

確認できた。 

継続 184 継続 継続 都市創造部都市

づくり推進課 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

4 景観形成資源

の保全 

風格と趣のあるまちなみの形成に向け、城下町

エリア等において、良好な景観形成資源の保全

に係る制度について、検討に取り組む。 

・城下町エリアにおいて、第 1回景観賞

での受賞・入選建築物のほか、現存す

る町家等を対象に状況調査を行った。

また、景観形成資源の保全に係る制度

の検討について、景観審議会に意見を

求めた。 

⇒城下町エリアに一定の景観形成資源が

現存していることが明らかになった。

また、これらの保全に係る制度につい

て、景観審議会の意見を受け、所有者

の共感が得られるようなビジョンや仕

組が重要であるという認識を得た。 

継続 353 継続 継続 都市創造部都市

づくり推進課 

5 公共施設の耐

震化 

公共施設における利用者の安全を図るため、

「公共建築物の耐震化基本計画」に基づき、優

先度の高いものから計画的に耐震化を進める。 

市立保育所については、施設の安全を確保し、

入所児童等の適正な保育環境を維持するため、

民間移管・整備も視野に入れて耐震化に取り組

む。 

・「第 2 次市立認定こども園配置計画」

に基づき、耐震課題のある富田保育所

について、富田幼稚園と統合整備し、

民間移管の上、（仮称）富田認定こど

も園として建て替えることとした。 

⇒令和 3 年度は、移管後の運営事業者の

選定を行った。令和 7 年度の新園舎の

竣工に向け引き続き事業に取り組んで

いく。 

継続 ― 

※「3-1 認定こ

ども園化等の推

進」に含む 

― ― 子ども未来部保

育幼稚園総務

課、保育幼稚園

事業課 

6 公共施設のブ

ロック塀等の

撤去 

大阪府北部地震により発生した学校施設におけ

るブロック塀の倒壊事故の教訓を踏まえ、公共

施設における全てのブロック塀等について、計

画的に撤去を進める。 

・4段以上のブロック塀等を撤去した。 

⇒一部、隣地所有者との協議に時間を要

しているものがあるが、概ね予定通り

撤去は進捗している。 

継続 59,952 継続 継続 総合戦略部アセ

ットマネジメン

ト推進室ほか 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

7 民間ブロック

塀等の撤去促

進 

安全安心のまちづくりを推進するため、ブロッ

ク塀等撤去工事補助制度の周知及びブロック塀

等所有者への意識啓発を行い、道路や公園に面

する民間所有のブロック塀等の撤去促進を図

る。 

・「ブロック塀等の安全確保に向けた手

引き」を自治会で班回覧を行い、ブロ

ック塀等の撤去について周知啓発する

とともに、講演会を実施し、地域の安

全・防災力強化に係る意識啓発を行っ

た。 

・民間ブロック塀等の撤去について、71

件の撤去補助を見込んでいる（1 月末

現在）。 

⇒危険なブロック塀等に対する関心を風

化させないよう、更なる意識啓発を図

る必要がある。 

継続 26,000 継続 継続 都市創造部審査

指導課 

8 学校ブロック

塀等の撤去 

大阪府北部地震により発生した学校ブロック塀

の倒壊事故の教訓を踏まえ、学校施設における

全てのブロック塀等について、計画的に撤去を

進める。 

・学校施設における全てのブロック塀等

を令和 4 年度までに撤去する計画の

下、主に 2段のブロック塀等を撤去し

た。 

⇒令和 4 年度までの撤去完了に向け、計

画的に取り組む必要がある。 

継続 14,567 

※他に前年度か

らの繰越あり 

(426,143) 

― ― 教育委員会事務

局学校安全課 

9 空家対策の推

進 

空家等対策計画に基づき、管理不全の空家の改

善を図り、市民の安全・安心の確保に努めると

ともに、健全な空家については流通や利活用を

促進するなど、本市の実情に即した効果的な空

家対策を推進する。 

・地域住民から改善要望があった市内の

空家の所有者等に対して改善に向けた

通知や情報提供を行った。 

・特定空家等の所有者に対して、改善に

向けた助言・指導又は勧告を行った。 

・「空家の管理・活用セミナー」及び

「マイホーム借上げ制度説明会」を開

催した。 

・空家相談員の新規募集・登録を行っ

た。 

⇒上記実績を踏まえ、引き続き総合的な

空家対策を効果的・計画的に推進する

必要がある。 

継続 1,840 継続 継続 都市創造部住宅

課 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

10 市営住宅の建

て替え 

住宅確保が困難な世帯に対する住宅セーフティ

ネットとしての機能の充実を図るため、老朽化

する市営富寿栄住宅の建て替えを行う。 

・ＰＦＩ事業者が、事前調査、基本設

計、1 工区の実施設計及び各種許認可

手続きを行い、1工区の開発工事に着

手した。これらに対し、適切なモニタ

リングを実施し円滑な事業進捗を図っ

た。 

⇒上記実績を踏まえ、引き続き効率的か

つ効果的な建て替え事業を推進する必

要がある。 

継続 914,540 継続 継続 都市創造部住宅

課 

11 ＪＲ高槻駅北

駅前広場の整

備 

広場機能や交通結節点機能の強化・充実等、本

市の玄関口にふさわしい駅前広場の整備に取り

組む。 

・広場、バスロータリー、エスカレータ

ー等の整備工事に着手した。 

・広場の用地買収を完了した。 

⇒上記実績を踏まえ、引き続き計画的に

事業に取り組む必要がある。 

継続 714,800 

※他に前年度か

らの繰越あり 

（56,465） 

― ― 都市創造部道路

課 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

12 幹線道路ネッ

トワークの形

成 

道路の渋滞を解消し、交通ネットワークの利便

性を高めるため、市内の道路ネットワークの骨

格を形成する国道を始め、内環状幹線道路及び

外環状幹線道路、都市間道路などについて、整

備促進を要望するとともに、国・大阪府と連携

して取り組む。 

対象：国道 171 号交差点改良、（都）十三高槻

線、高槻東道路（延伸部）、（都）牧野高槻線

（渡河部）、（都）富田奈佐原線、（都）芥川

上の口線、（都）真上安満線、（府）大阪高槻

線 

【国】 

・野田交差点の改良工事を実施した。 

・富田丘町西交差点の用地買収が完了し

た。 

【大阪府】 

・十三高槻線の道路予備設計を実施し

た。 

・牧野高槻線の道路予備設計を実施し

た。 

・富田奈佐原線の大畑町交差点から郡家

茨木線までの区間について道路予備設

計を実施した。 

【高槻市】 

・高槻東道路（延伸部）にて用地取得業

務を大阪府から受託し、物件調査等と

用地買収を実施した。 

⇒上記実績を踏まえ、引き続き国・大阪

府と連携し整備促進に取り組む必要が

ある。 

継続 252,360 

※他に前年度か

らの繰越あり 

（17,636） 

継続 継続 都市創造部道路

課 

13 道路整備の推

進 

本市の交通環境の向上を図るとともに、市内の

道路ネットワークを構築するため、市道の整備

を推進する。 

対象：（市）野田東天川線、（市）中小路津之

江線 

・高槻駅緑町線の高垣交差点において、

大阪府警本部が信号機を設置し、市が

交差点改築工事を実施し令和 3年度に

完了した。 

・野田東天川線において野田交差点改良

の実施設計を実施した。 

⇒上記実績を踏まえ、引き続き計画的に

事業に取り組む必要がある。 

継続 22,800 継続 継続 都市創造部道路

課 

14 中心市街地の

無電柱化の推

進 

良好な景観形成を確保し、通行空間の安全性、

快適性及び道路の防災機能の向上を図るため、

無電柱化を推進する。 

対象：（市）大手八幡線、（市）野見八幡線、

（都）高槻駅前線、（市）高槻町 7 号線 

・大手八幡線・野見八幡線の電線共同溝

実施設計と物件補償を実施した。 

⇒上記実績を踏まえ、引き続き計画的に

事業に取り組む必要がある。 

継続 13,875 

※他に前年度か

らの繰越あり 

（799） 

継続 継続 都市創造部道路

課 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

15 新名神高速道

路の整備促進

及び関連道路

の整備 

広域的な都市機能の一層の充実や産業の振興な

ど、まちの活性化につなげるため、新名神高速

道路の整備を促進する。また、新名神高速道路

の整備に併せて地域振興等を図るため、関連道

路の整備を進める。 

対象：新名神高速道路、（市）萩之庄梶原線 

・ＮＥＸＣＯ西日本・大阪府と連携して

新名神高速道路の整備を促進した。 

・萩之庄梶原線の用地管理工事と物件補

償を実施した。 

⇒上記実績を踏まえ、引き続きＮＥＸＣ

Ｏ西日本・大阪府と連携した取組が必

要である。 

継続 83,575 継続 継続 都市創造部道路

課 

16 水道施設・管

路の耐震化・

老朽化等対策 

・計画的に基幹管路及び拠点病院・救護所等に

至る重要給水施設管路の耐震化を行うととも

に、管路の更新基準年数の適正化を図りなが

ら、老朽化した水道施設及び管路の更新を行

う。 

・経年劣化が進んでいる大冠浄水場の浄水処理

工程の段階的更新に着手するとともに、浸

水・停電対策を行う。 

・耐震性が不足している水道部庁舎について、

耐震改修の実施設計及び改修工事を行う。 

・基幹管路、重要給水施設管路の耐震化

及び市更新基準年数を超過する対象管

路など、約 8km の管路の耐震化・更新

を行った。 

・大冠浄水場 2 号池改修及び場内配管工

事を実施した。（令和 3～5 年度継続事

業） 

・大冠浄水場浄水処理実証実験を実施し

た。（令和 3・4年度継続事業） 

・大冠浄水場非常用発電機棟新設に係る

詳細設計を行った。 

・水道部庁舎耐震改修の実施設計を行っ

た。（令和 3・4年度継続事業） 

⇒上記実績を踏まえ、引き続き計画的に

水道施設・管路の耐震化・老朽化等対

策事業に取り組む必要がある。 

継続 2,579,115 継続 継続 水道部管路整備

課、浄水管理セ

ンター、総務企

画課 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

17 下水道施設の

老朽化対策・

地震対策 

老朽化や地震による排水機能の停止や道路陥没

等の事故を未然に防ぐことを目的に「下水道ス

トックマネジメント計画」「下水道総合地震対

策計画」に基づき、予防保全型の維持管理及び

耐震化事業を推進する。 

・予防保全型の維持管理として、管路施

設の巡視点検及びカメラ調査を行っ

た。 

・老朽化した管きょ、マンホールポンプ

を改築するための実施設計を行った。 

・老朽化した管きょ、マンホール蓋、マ

ンホールポンプ及び雨水ポンプ場設備

等の改築工事を行った。 

・高槻東幹線の耐震化工事及び檜尾川横

断函きょを耐震化するための実施設計

を行った。 

・指定避難所等の排水を受ける管きょの

耐震診断を行った。 

⇒「下水道ストックマネジメント計画」

及び「下水道総合地震対策計画」に基

づき、整備を継続する必要がある。 

継続 925,800 

※他に前年度か

らの繰越あり 

（292,000） 

継続 継続 都市創造部下水

河川企画課、下

水河川事業課 
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２ 安全で安心して暮らせるまち 

番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

1 地域防災力の

向上 

地域防災力を向上させるため、災害リスクの確

認や非常備蓄品・持出品の準備など、職員出前

講座や防災講演会等を通じて、市民等の防災意

識の向上を図るとともに、地域住民の自主的な

防災活動の充実を図る。 

また、自主防災組織に対し、組織結成時の資機

材貸与等の支援に加え、コミュニティ市民会議

と連携して市民避難訓練を実施する。なお、令

和 4年度は、市制施行８０周年記念事業とし

て、「市全域大防災訓練」を実施する。 

さらに、自助・共助力の更なる向上を図るた

め、地域住民等で構成される「（仮称）市民防

災協議会」の発足を支援するとともに、防災指

導員育成事業については、新たに防災士の活用

を視野に入れた仕組みを検討する。 

・新型コロナウイルスの感染防止対策を

踏まえた市民避難訓練を北東地区で開

催したほか、大規模水害時の避難体制

の強化を図るため、モデル地区にて淀

川氾濫に対するコミュニティタイムラ

イン策定へ向けたワークショップを実

施した。 

・自主防災組織に対して、組織結成時の

資機材貸与等の支援を行うとともに、

防災指導員フォローアップ講習を実施

し、地域における防災意識の啓発・防

災活動を活性化させる人材を育成する

ことで、地域防災力の向上に努めた。 

 また、コミュニティ市民会議（地区防

災会）や自主防災組織連絡会（自主防

災会）等と連携し、自主防災組織を取

り巻く課題等の解決に向け、検討を行

った。 

⇒地域の取組への支援と自主防災活動を

担う人材の育成を引き続き、着実に進

める必要がある。 

継続 47,304 継続 継続 危機管理室 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

2 防災体制の整

備 

頻発する自然災害への備えや迅速な復旧復興に

資する施策を効果的に推進するため、「国土強

靱化地域計画」に基づく取組を着実に実行し、

強靱なまちづくりを進める。 

災害時における市民の安全確保や適切な避難行

動に向け、様々な手段を用いて情報伝達を行う

ほか、防災体制の充実・強化を図るため、地域

防災計画を始め、各種災害対応マニュアル等の

修正を行うとともに、必要な備蓄物資や資機材

を整備する。 

また、発災時の被害状況等の情報収集や伝達を

一元的に管理し、迅速かつ適切な応急対策を実

施するため、災害時の情報共有システムを導入

する。 

さらに、広域避難が必要となる淀川のはん濫に

備えるため、災害タイムラインについて、河川

管理者や交通事業者等の多機関が連携した内容

に見直し、公助力を強化する。 

加えて、避難所の生活環境の向上に向け、学校

体育館への空調設備の設置や停電対策として、

非常用電源の更なる確保を検討する。 

・災害時における情報の入手が困難な要

配慮者等に対し、電話やファクシミリ

等で避難情報等を個別に情報伝達する

サービスを新たに導入し、手段を拡充

した。 

⇒災害時の多様な情報伝達体制は整いつ

つあり、市民に対して機会を捉えた情

報の周知を行う必要がある。防災体制

の充実・強化を図るため、引き続き、

各種災害対応マニュアルの修正や備蓄

物資の整備等を行う必要がある。 

継続 50,039 継続 継続 危機管理室 

3 マンホールト

イレの整備 

大規模災害時における避難所生活者の心身の健

康に配慮するため、「災害用トイレ対策基本方

針」に基づき、指定避難所である小中学校等に

設置するマンホールトイレの整備に取り組む。 

・津之江小学校等 8校の実施設計を行っ

た。 

・南平台小学校等 6校のマンホールトイ

レ工事を行うとともに、便器等の上部

構造物及び附属物を整備した。 

⇒「災害用トイレ対策基本方針」に基づ

き、整備を継続する必要がある。 

継続 109,958 

※他に前年度か

らの繰越あり 

（8,000） 

継続 継続 都市創造部下水

河川企画課、下

水河川事業課、

危機管理室 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

4 総合雨水対策

の推進 

総合雨水対策を推進するため、総合雨水対策基

本方針及び総合雨水対策アクションプランに基

づき、雨水貯留施設の整備など各種事業を実施

する。 

・流域下水道へ接続する雨水取口や小学

校のグラウンドを活用した雨水流出抑

制施設の実施設計を行った。 

・ＪＲ高槻駅北駅前広場の雨水貯留施設

を令和 4 年度の完成に向けて整備を行

うとともに、局所的に浸水が発生して

いる地域の対策工事等を行った。 

⇒「総合雨水対策アクションプラン」に

基づき整備を継続する必要がある。 

継続 312,800 継続 継続 都市創造部下水

河川企画課、下

水河川事業課 

5 中消防署富田

分署建て替え

及び多機能型

消防団等訓練

施設の整備 

 

防災拠点の強化を図るため、庁舎及び設備が老

朽化する中消防署富田分署を建て替えるほか、

消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図

るため、消防団員の各種訓練が実施可能な多機

能型消防団等訓練施設を整備する。場所は植木

団地跡地を予定しており、令和 6年度の運用開

始を目指す。 

・中消防署富田分署建て替え及び多機能

型消防団等訓練施設整備のため、基本

設計を完了した。 

・地域住民に対し、オープンハウス形式

による中消防署富田分署建て替え及び

多機能型消防団等訓練施設の整備につ

いて説明会を開催した。 

⇒防災拠点や地域防災力の充実強化を図

るため、令和 6 年度運用開始に向け事

業を継続する必要がある。 

継続 29,877 継続 継続 消防本部消防総

務課、警防課 

6 登下校時の児

童の安全確保 

学校、ＰＴＡ、地域住民の連携により、通学路

の点検を行い、必要な安全対策を講じるととも

に、セーフティボランティアや「こども見守り

中」の旗による見守り活動を推進し、児童の安

全確保を図る。 

・通学路の一斉点検調査及び連絡窓口等

に寄せられた整備要望に対して、関係

機関等と連携し、改善・調整を行っ

た。 

・セーフティボランティア及び「こども

見守り中」の旗の掲示協力等、「地域

の子どもは地域で見守る」活動を推進

した。 

⇒学校、ＰＴＡ、地域住民、関係機関と

の連携の下、継続的に取り組む必要が

ある。 

継続 3,316 継続 継続 教育委員会事務

局学校安全課 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

7 防犯カメラ設

置による犯罪

の抑止 

子どもや女性を犯罪から予防するとともに、公

園内における事件・事故等の発生時に的確に対

応することを目的に、公園に防犯カメラを設置

する。設置箇所については、今後の公園整備計

画等を踏まえて検討する。 

・川添公園への設置を決定した。 

⇒引き続き設置すべき公園について検討

を行う必要がある。 

継続 30 継続 継続 都市創造部公園

課 

市内の都市公園のうち規模が大きく、比較的広

範囲から利用者が集まる公園に防犯カメラを設

置する。 

・高槻城公園中央エリアの防犯カメラ設

置を含む整備工事に着手した。 

⇒予定通り進捗している。 

継続 ― 

※「5-6 高槻城

公園の整備」に

含む 

― ― 街にぎわい部歴

史にぎわい推進

課 

市域における犯罪抑止を図るため、通学路や駅

周辺を中心とする市街地に設置している街頭防

犯カメラ 810 台の適切な運用管理を行う。ま

た、防犯カメラを新たに設置する自治会等を支

援するため、設置費の一部補助事業を実施す

る。 

・通学路に設置している街頭防犯カメラ

410 台を更新するとともに、駅周辺を

中心とする市街地に 400 台を増設し

た。 

⇒引き続き、街頭防犯カメラの適切な運

用管理を行うほか、自治会等の防犯カ

メラ設置を支援することで、犯罪抑止

の取組を推進する必要がある。 

継続 54,399 継続 継続 危機管理室 

8 「新型コロナ

防衛アクショ

ン」の推進 

新型コロナウイルス感染症の重症化リスクの高

い高齢者等への感染を最優先に防ぎ、市民全体

の感染を予防するため、基本的な感染防止対策

の啓発とキャンペーン事業の周知を実施する。 

今後も、新型コロナウイルス感染症に対し、高

齢者を始めとする重症化リスクの高い方への感

染を防ぐため、市民全体の感染予防に向け、市

ホームページや公共施設へのポスター掲出な

ど、基本的な感染防止対策の啓発等を実施す

る。 

・市ホームページや公共施設へポスター

掲出、ＪＲ高槻駅人工デッキへの横断

幕の設置などによる周知・啓発を行っ

たほか、緊急事態宣言時には、防災行

政無線や広報車も活用して実施した。 

⇒引き続き、感染動向を踏まえ、基本的

な感染防止対策の啓発等を実施する必

要がある。 

継続 690 未定 未定 危機管理室 
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３ 子育て・教育の環境が整ったまち 

番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

1 認定こども園

化等の推進 

市立就学前児童施設在り方に関する基本方針及

び第 2次市立認定こども園配置計画（令和 3年

度～7 年度）に基づき、就学前児童施設の整理・

集約、認定こども園化等の検討を行う。 

【市立認定こども園配置計画】 

・民営化対象施設の建て替えに係る補助

（2か所）を行い、令和 2年度に民営

化した 5 園中、4園の建て替えが完了

する見込みとなった。 

⇒本計画に基づき民営化した認定こども

園のうち、建て替えが未完了の 1園に

ついて、引き続き支援する必要があ

る。 

【第 2次市立認定こども園配置計画】 

・第 2次市立認定こども園配置計画を策

定し、広報誌や説明会等で周知した。 

・本計画に基づき、富田保育所と富田幼

稚園を統合し、公私連携の幼保連携型

認定こども園として民間移管するた

め、移管先事業者の候補を高槻市社会

福祉協議会とし、令和 5年度の移管に

向けて協議を行った。また、認定こど

も園の新園舎整備のために使用する仮

園舎整備の事業者を選定した。 

⇒教育・保育環境の向上に向けて、引き

続き計画を着実に進める必要がある。 

継続 99,208 継続 継続 子ども未来部保

育幼稚園総務

課、保育幼稚園

事業課、保育幼

稚園指導課 

2 保育所等の整

備促進 

市内で保育所運営を行おうとする社会福祉法人

等に対する保育所施設整備費の一部補助や小規

模保育事業の実施を予定している事業者に対す

る施設改修費等の補助を行う。 

・既存認定こども園に対する大規模修繕

費の補助（1 か所） 

・民間保育所等に対する中規模修繕費等

の補助（2か所（見込み）） 

・小規模保育事業に対する施設整備費の

補助（4か所（見込み）） 

⇒引き続き良好な保育環境の維持・向上

のため補助を実施する必要がある。 

継続 184,118 継続 継続 子ども未来部保

育幼稚園指導課 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

3 送迎保育ステ

ーション事業

の推進 

多様な保育ニーズへの対応と、3 歳児の受け皿の

確保、市内の保育資源の効果的活用を目的に、

令和 3年度から送迎保育ステーション事業を実

施する。 

・令和 3 年 4月から高槻認定こども園分

室において事業を開始し、高槻認定こ

ども園分室で預かった児童を専用バス

で在籍園へ送迎を行った。 

⇒8人(1 月末時点)が利用している。次年

度以降も保育需要への対応として引き

続き事業に取り組む必要がある。 

継続 18,305 継続 継続 子ども未来部保

育幼稚園総務

課、保育幼稚園

事業課 

4 学童保育待機

児童解消 

待機児童解消のため、待機児童の発生状況に応

じ、民間事業者の活用による受入枠の拡大を図

る。 

・主に中心市街地等で発生する待機児童

の解消のため、小学 1～3年生の児童の

受入数を確保するべく、民間学童保育

室への助成（運営事業費 12 件、環境整

備事業費 1件）を行った。 

⇒次年度においても、待機児童の解消に

向け、引き続き民間事業者の活用によ

る受入枠拡大を図る必要がある。 

継続 233,955 継続 継続 子ども未来部子

ども育成課 

5 小学生の放課

後の居場所づ

くり 

小学生の放課後の居場所づくりについて、学童

保育のあり方等に関する基本方針に沿って、放

課後の居場所の充実を図る。 

・学童保育事業の今後のあり方の検討に

合わせ、放課後の居場所づくりについ

て検討を行い、今後の基本方針の策定

を行った。また、関係部局（子ども未

来部、教育委員会事務局）による情報

交換を実施した。 

⇒引き続き、関係部局連携の下、放課後

の居場所の充実に努める必要がある。 

継続 0 継続 継続 子ども未来部子

ども育成課、教

育委員会事務局

地域教育青少年

課 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

6 子育て世代包

括支援センタ

ー事業の実施 

妊娠期から出産、子育て期を通した切れ目のな

い支援を行うことを目的として以下の事業を実

施する。 

・母子保健コーディネーターによる相談支援 

・産前・産後ママサポート事業 

・産後ケア訪問事業 

・産後ケア（宿泊型）事業 

・妊娠届提出時に母子保健コーディネー

ターによる面接を実施し、子育て支援

プランの作成を行った。 

・産前・産後における妊産婦の相談支援

を行うとともに、出産後には、専門的

ケアが必要な家庭に助産師が訪問し、

心身のケアや育児指導を行った。 

・令和 2 年度から開始した産後ケア（宿

泊型）事業を引き続き実施した。 

⇒今後も検証を行いつつ、より望まれる

事業となるよう充実を図っていく必要

がある。 

継続 56,208 継続 継続 子ども未来部子

ども保健課 

7 児童虐待防止

対策の推進 

子ども家庭総合支援拠点として、全ての子ども

とその家族及び妊産婦を対象に、専門的な相談

対応や訪問等による必要な支援を行う中で、特

に、支援ニーズの高い児童に対する見守り強化

を図る。また、高槻市児童虐待等防止連絡会議

の調整機関として、関係機関と密接に連携しな

がら、児童虐待等の早期発見、早期対応に取り

組むとともに、未然防止のための周知啓発を行

う。 

・専門的な相談対応や訪問等による支援

を実施した。また、未就園児童に対す

る見守り強化を図った。 

・関係機関とケース会議等により連携を

図るとともに、未然防止のための周知

啓発を実施した。  

⇒児童、家庭を取り巻く問題が複雑化す

る中、研修等の実施により、職員の専

門性の更なる向上を図る必要がある。 

継続 43,267 継続 継続 子ども未来部子

育て総合支援セ

ンター 

8 英語教育の充

実 

外国語指導助手（ＡＬＴ）を中学校区に配置

し、児童生徒の英語によるコミュニケーション

の機会を提供する。 

・外国語指導助手（ＡＬＴ）を中学校区

に配置するなど、英語教育の充実を図

った。 

⇒小中 9 年間を見通した英語教育の充実

に引き続き取り組むことが必要であ

る。 

継続 49,253 継続 継続 教育委員会事務

局教育センター 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

9 児童生徒 1人

1 台端末を活

用した教育の

推進 

児童生徒 1人 1 台端末を始めとするＩＣＴ機器

を効果的に活用し、質の高い教育の充実を図

る。 

・児童生徒 1人 1台端末及び高速大容量

の通信ネットワークの整備を一体的に

行った。 

⇒ＩＣＴ機器を活用した質の高い教育の

充実に向け、引き続き取組を進めるこ

とが必要である。 

継続 97,055 継続 継続 教育委員会事務

局教育センター 

10 いじめ防止等

の対策の推進 

児童生徒の健全な成長を促し、自己指導能力の

育成を目指すとともに、誰もが安全で安心でき

る学校づくりを実現するため、いじめ・不登校

等の生徒指導上の課題についての未然防止、早

期発見・早期対応等の対策や支援の充実を図

る。 

・生徒指導に関するヒアリングを年 2回

実施し、各校における生徒指導上の状

況を把握し、課題解決に向けて適切な

対応がなされるよう指導・助言を行っ

た。 

・組織的かつ計画的な生徒指導体制を構

築し、小中連携を推進するために小中

生徒指導担当者会を開催した。 

・各学校が策定している「いじめ防止基

本方針」の取組が、適切に推進される

よう指導・助言を行った。 

⇒課題が多様化・複雑化するなかで、ス

クールソーシャルワーカー等の専門家

の活用を一層促進することで、校内の

生徒指導体制の充実を図り、児童生徒

理解に基づいた組織的な対応を行う必

要がある。 

継続 16,414 継続 継続 教育委員会事務

局教育指導課 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

11 実践的な安全

教育の実施 

児童生徒の安全に関する主体的な行動力を育成

するため、学校安全推進モデル校区で研究に取

り組むとともに、その成果を他校に普及するこ

とで市内全校における実践的な安全教育の充実

を図る。 

・令和 3 年 3月にセーフティプロモーシ

ョンスクールの認証を取得した学校安

全推進モデル校での研究をもとに、学

校安全推進モデル校区の 3校で認証取

得に向けた取組を推進した。 

・小中学校における交通安全、防犯、防

災に関する教材として、安全教育副読

本を作成した。 

⇒安全教育の質、量の両面からの充実を

図るため、引き続き取組を進める必要

がある。 

継続 7,102 継続 継続 教育委員会事務

局学校安全課 

12 小中一貫教育

の推進 

中学校区における小中一貫教育を展開するとと

もに、教育計画を校区ごとに策定することで、

校区の特色をいかし、地域に根差した教育の推

進を図る。また、より教育的効果が期待される

「施設一体型小中一貫校」の検討を進める。 

・中学校区で「めざす子ども像」を共有

し、9 年間の一貫した学習指導、生徒

指導に取り組んだ。 

⇒さらなる小中間の連携を進め、教育の

質の一層の向上を目指す必要がある。 

 また、小中一貫教育の効果を高めるた

め、引き続き施設一体型小中一貫校の

検討を行う必要がある。 

継続 0 継続 継続 教育委員会事務

局教育総務課、

教育指導課 

13 中学校での 35

人学級編制の

実施 

平成 25 年度から小学校の全学年で実施の 35 人

学級編制及び、平成 28 年度から全中学校区で実

施の連携型小中一貫教育をいかし、小中接続を

より円滑にし、多様化する生徒個々への学習指

導・生徒指導の充実を図るために、中学校にお

いても 35 人学級編制を導入する。 

なお、令和 4年度から 1年生、令和 5年度から

全学年で実施する。 

・事業の実施に必要となる教員を確保す

るため、任期付教育職員の採用に向け

た準備を行った。 

・学級増が見込まれる学校の環境整備等

を行った。 

⇒予定通り準備を進めることができてい

る。 

継続 141,053 継続 継続 教育委員会事務

局教育指導課、

教職員課、教育

総務課、学校安

全課、保健給食

課、教育センタ

ー 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

14 【新】中学校

給食費の無償

化の実施 

部活動や習い事等教育費の負担が大きい中学生

がいる世帯に対して給食費の負担軽減を図るた

め、令和４年度から中学校給食費の無償化を実

施し、子育て支援、生活支援を行う。 

― ― 450,216 継続 継続 教育委員会事務

局保健給食課 

15 コミュニテ

ィ・スクール

導入に向けた

検討 

家庭・地域が学校教育に参画し、協働して子ど

も達の社会を生き抜く力を育成する仕組みとし

て、コミュニティ・スクール（学校運営協議会

制度）を導入し、地域全体で子どもの成長を支

える「地域とともにある学校づくり」を推進す

る。 

・第八中学校区、城南中学校区をモデル

校区とし、学校運営協議会の設置に向

けて、学校と地域とともに連絡会等を

開催した。 

⇒学校運営協議会の導入を円滑に進め、

学校と地域が連携することにより、教

育力の一層の向上に努める必要があ

る。 

継続 33,442 継続 継続 教育委員会事務

局教育指導課、

地域教育青少年

課 
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４ 健やかに暮らし、ともに支え合うまち 

番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

1 成人保健施設

の在り方検討 

市民健（検）診の拠点施設（成人保健施設）と

しての機能の確保・強化や安全性・快適性の向

上に向け、関係団体や庁内関係課と連携・調整

を図るとともに、保健医療審議会における議論

等を踏まえ、保健センター改修を行う。 

・保健医療審議会において、今後の効果

的な成人健（検）診の在り方につい

て、議論を行い、方向性を定めた。 

⇒審議会での意見等を踏まえ、保健セン

ター改修に向けた準備を進める。 

継続 70,000 ― ― 健康福祉部健康

づくり推進課 

2 がん検診の受

診促進 

関係機関と連携し、がんの早期発見・治療につ

なぐことができる環境を整備し、がん検診の精

度管理を行い、実施方法の見直し等を行う。健

康情報管理システムを活用し、効果的な受診勧

奨を行う。 

・新型コロナウイルス感染拡大防止対策

をしながら集団・個別のがん検診を無

料で実施した。 

・健康管理情報システムを利用して、受

診勧奨後、未受診者に再度受診勧奨を

行う手法（コールリコール）を実施し

た。また、精密検査未受診者に対し

て、タイムリーな受診勧奨ができる準

備ができた。 

⇒受診勧奨に係る取組については、次年

度以降、その効果を検証する必要があ

る。 

継続 852,694 継続 継続 健康福祉部健康

づくり推進課 

3 望ましい救急

医療体制の確

保 

三島二次医療圏（高槻市、茨木市、摂津市、島

本町）における安定した救急医療を将来にわた

り提供するため、3市 1町で構成する検討会にお

いて現状分析と課題の整理等を行うとともに、

医療関係者と望ましい救急医療体制の確保に向

けて検討を進める。 

・令和 4 年 7月に三次救急医療機能が大

阪医科薬科大学病院に移転することか

ら、関係機関で必要な財政支援等につ

いて検討を行った。 

・高槻島本夜間休日応急診療所の移転に

関して、整備事業者の選定を行った。

また、医療関係者と協議を重ね、移転

後においても現行の医療体制を継続す

ることを確認した。 

⇒関係機関との検討を進め、救急医療体

制の確保を図る。 

継続 2,151,652 継続 継続 健康福祉部健康

医療政策課 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

4 新型コロナウ

イルスワクチ

ン接種の実施 

新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接

種について、必要な体制を確保し、円滑に実施

する。 

・個別接種、集団接種の実施やコールセ

ンターの運営等によりワクチン接種体

制を構築し、初回接種（1・2回目）及

び追加接種（3回目）を実施した。 

⇒国、大阪府や地域医療と連携を図り、

円滑にワクチン接種を実施することが

できた。 

継続 2,566,459 未定 未定 健康福祉部 

5 自殺予防の推

進 

誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現

を目指し、行政、地域、関係機関・団体と連携

しながら、「自殺対策計画」に基づき、地域にお

けるネットワークの強化、ゲートキーパー（早

期対応の中心的役割を果たす人物）養成、自殺

予防の啓発、自殺未遂者への相談支援等を実施

し、自殺対策の推進を図る。 

・自殺対策連絡協議会にて多分野の関係

者により、自殺対策の推進に関する情

報共有、協議を行った。 

・自殺未遂者等相談支援事業等により、

自殺未遂者やその家族に対し関係機関

と連携した支援を実施した。 

・市内大学生を中心にゲートキーパーの

養成研修を実施した。 

・広報、市内各施設へのポスター、リー

フレット配布、市バス車内広告、成人

祭の啓発物品配布等、自殺予防啓発事

業を実施した。 

⇒令和 2 年度夏以降は自殺者数が全国的

に増加傾向であり、依然として深刻な

状況が続いているため、相談支援の充

実など更なる対応が必要である。 

継続 8,682 継続 継続 健康福祉部保健

予防課 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

6 介護予防の推

進 

前期高齢者（65 歳から 74 歳まで）の時期から関

心を持って健康づくりや介護予防に取り組める

機会を充実するとともに、「ますます元気体

操」及び「もてもて筋力アップ体操」を広く市

民に普及啓発する「介護予防マイスター」を養

成し、住民同士の支え合いによる介護予防の取

組を推進する。 

・新型コロナ感染予防策を講じた上で開

催規模を縮小して、介護予防の普及啓

発を目的としたイベント・講演会を 11

月に開催した。また、市内 5 か所のす

こやかテラス（老人福祉センター）を

リモート配信会場とした。 

・新型コロナウイルス感染拡大状況に応

じて規模を縮小して介護予防教室を開

催した。地域住民主体の介護予防活動

に対する支援を継続し、感染対策とフ

レイル予防について啓発した。 

・高齢者が自宅で気軽に介護予防に取り

組めるように、「ますます元気体操」

及び「もてもて筋力アップ体操」の動

画配信を充実し、広報誌や広報番組、

等を活用し、フレイル予防啓発を強化

した。 

・「ますます元気体操」及び「もてもて

筋力アップ体操」の効果と楽しさを市

民に広める「介護予防マイスター」を

６名養成し、普及啓発活動を開始し

た。 

⇒生活の多様化に伴い高齢者の介護予防

と社会参加の在り方は様々であり、

様々な機会を捉えて、前期高齢者の時

期から介護予防活動に参加する契機を

作る必要がある。 

 また、長引く外出自粛等による心身へ

の影響を改善する取組が急務である。 

継続 67,049 継続 継続 健康福祉部長寿

介護課 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

7 認知症総合対

策事業の充実 

令和元年 6月に「認知症施策推進大綱」が取り

まとめられ、「共生」と「予防」を車の両輪と

して施策を推進していくこととされた。 

認知症はだれでもなりうるものであり、認知症

になっても希望をもって日常生活を過ごせる社

会の実現を目指し、各施策を推進していく。 

・少人数での開催等、新型コロナウイル

ス感染予防対策を講じながら、認知症

サポーター養成講座を定期的に実施し

た。 

・支援者を対象に意思決定支援の研修を

実施し、多職種連携を図った。 

・世界アルツハイマー月間に合わせたオ

レンジ色のライトアップや、ケーブル

テレビ等を活用し、啓発活動を実施。 

⇒新型コロナウイルス感染予防の観点か

ら手法を工夫しながら、講座や啓発活

動等を実施し、各施策の推進に努め

た。 

継続 27,159 継続 継続 健康福祉部福祉

相談支援課、長

寿介護課 
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５ 魅力にあふれ、にぎわいと活力のあるまち 

番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

1 体験交流型観

光の推進 

高槻市観光協会、高槻商工会議所、市が連携し

体験交流型観光プログラム「オープンたかつ

き」を実施するとともに、「たかつき観光アプ

リ」を活用することで、交流人口と関係人口の

増加を図る。 

・オープンたかつきにおいて、アーバン

スポーツの体験など中規模イベントを

開催した。 

・たかつき観光アプリを拡充した。 

⇒上記取組を踏まえ、継続して取り組む

必要がある。 

継続 28,000 継続 継続 街にぎわい部観

光シティセール

ス課 

2 芥川山城跡の

史跡化 

歴史文化遺産の更なる活用を図るため、戦国時

代の中央政治の場となり三好長慶の居城や続日

本 100 名城として知られる三好山の芥川山城に

ついて、国の史跡指定による城郭遺構の保護と

普及啓発を目指す。史跡指定後はより良い保存

と継承を図るため、検討委員会を設置して、史

跡保存活用計画を作成し、保存と活用の方針を

定める。 

・芥川山城跡調査委員会を開催した。 

・総合調査報告書の作成並びに指定予定

範囲の抽出を実施し、地権者同意を得

て、指定申請を行った。 

・芥川山城跡の普及啓発のため、御城印

帳・御城印・武将印を頒布した。 

⇒上記の取組を進めることにより、令和

4 年度の国の史跡指定に向けた活動へ

つなげることができた。 

継続 1,883 継続 継続 街にぎわい部文

化財課 

3 観光プロモー

ション等の実

施 

観光プロモーション「ＢＯＴＴＯたかつき」を

事業化し、対象者に合わせた企画と情報発信を

実施することで、プロモーションのさらなる強

化を図り、市外来訪者の増加につなげる。 

・高槻市長と島本町長の中将棋対局を人

気ゲームとタイアップして実施し、イ

ンターネットで生配信した。 

・トップ女流棋士が出演する観光ＰＲム

ービーを作成した。 

⇒引き続き、効果的な情報発信を行って

いく必要がある。 

継続 54,088 継続 継続 街にぎわい部観

光シティセール

ス課 

4 定住促進プロ

モーションの

実施 

「MY LIFE,MORE LIFE.」をコンセプトに、生産

年齢世代の定住促進を目的としたプロモーショ

ンを展開し、良好な都市イメージの定着を図

る。 

・人気声優を起用したボイスドラマの作

成及び市営バス音声案内の実施 

・阪急大阪梅田駅のデジタルサイネージ

及びシネアドへの広告掲出 

⇒特に人口移動が多い、20 代から 30 代

を対象とした取組を継続する必要があ

る。 

継続 15,902 継続 継続 街にぎわい部観

光シティセール

ス課 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

5 ホテル等の立

地促進 

まちのにぎわいの創出及び都市機能の充実を図

り、もって本市の経済の活性化及び市民福祉の

向上に資するため、「ホテル及び旅館の誘致等

に関する条例」に基づく奨励制度を活用し、ホ

テル及び旅館の立地を促進する。 

・「芥川町ホテル事業貸付地」に誘致し

たコンベンション機能付きホテルに対

し、事業継続に向けた支援を行った。 

・「高槻市ホテル及び旅館の誘致等に関

する条例」に基づく奨励制度の周知を

図った。 

⇒引き続き、奨励制度を活用し、ホテル

及び旅館の立地を促進する必要があ

る。 

継続 18,400 継続 継続 街にぎわい部産

業振興課 

6 高槻城公園の

整備 

芸術文化劇場の建設と併せて、城下町再生の一

環として周辺一帯の歴史的景観に配慮しながら

公園の整備を進める。 

・中央エリアの工事に着手した。 

⇒予定通り進捗している。 

継続 1,200,030 継続 継続 街にぎわい部歴

史にぎわい推進

課 

7 芥川緑地の再

整備 

芥川緑地プール跡地において、子どもから高齢

者まで、誰もが楽しみながら健康づくりを行え

るよう、関西最大級の健康遊具数を備えた公園

整備を実施する。 

・既存施設の解体工事を行った。 

⇒予定通り進捗している。 

継続 ― 

※前年度からの

繰越で実施 

（130,000） 

継続 ― 都市創造部公園

課 

8 川添公園の再

整備 

中消防署富田分署の移転・建て替えに合わせて

公園区域の一部を隣接する植木団地跡地に移

転・再整備する。 

・公園の実施設計を行った。 

⇒引き続き、関係機関と連携を図りなが

ら、事業に取り組む必要がある。 

継続 201,791 ― ― 都市創造部公園

課 

9 農林業の 6次

産業化の推進 

農林業者と多様な事業者が連携できる協議会の

設置を含めた体制づくりを行い、地域資源の新

たな付加価値の創出や地域の活性化につながる

取組を推進する。 

・6次産業化を推進するための体制づく

りに着手し、関係機関等との連携強化

を行った。 

⇒市の 6 次産業化推進に関する戦略の策

定を含め、引き続き、6次産業化に関

する取組を推進する必要がある。 

継続 0 継続 継続 街にぎわい部農

林緑政課 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

10 森林の災害復

旧 

平成 30 年台風第 21 号による森林内の風倒木被

害の早期復旧を図るため、大阪府森林組合が実

施する災害復旧事業を支援する。 

・大阪府森林組合が被害森林において実

施する被害木の伐採・搬出、作業路の

開設、伐採跡地への造林に対し、大阪

府等の関係機関と連携して支援を行っ

た。 

⇒引き続き、関係機関と連携した支援を

行い、森林の復旧を図る必要がある。 

継続 10,449 継続 継続 街にぎわい部農

林緑政課 

11 新型コロナウ

イルス感染症

の影響を受け

る事業者への

支援等 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業

者を支援するため、プレミアム付商品券を発行

し、地域経済の底上げを図る。 

また、中小企業者に対し、事業の継続を支える

ため、融資相談体制を強化し、資金調達の円滑

化を支援するほか、商業団体が行う新型コロナ

ウイルス感染防止対策を支援するなど、制度の

拡充を行い、地域商業の持続的な振興を図る。 

・プレミアム付商品券を発行し、市内飲

食店や小売店等並びに市民の家計への

支援を行った。 

・新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、売上等が減少した中小企業等に対

し、給付金による支援を行った。 

⇒引き続き、新型コロナウイルス感染症

の影響を踏まえ、事業者への適切な支

援策を講じる必要がある。 

継続 3,504,903 

※他に前年度か

らの繰越あり 

(235,903) 

 

未定 未定 街にぎわい部産

業振興課 

12 企業誘致・定

着の促進、創

業支援等 

市内産業の活性化を図るため、企業誘致及び既

存企業の定着を促進するとともに、積極的な創

業支援等の取組を展開する。また、ビジネスコ

ーディネーターを市内の中小企業に派遣し、設

備投資に関する支援やビジネスマッチング等を

行うことで、市内産業の活性化を図る。 

・企業立地促進奨励金の交付 

・企業定着促進補助金の交付 

・創業相談対応 

・たかつき創業塾の開催 

・創業・個店の新規出店支援 

・ビジネスコーディネーターの派遣 

⇒上記実績を踏まえ、引き続き市内産業

の活性化に取り組む必要がある。 

継続 474,269 継続 継続 街にぎわい部産

業振興課 
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６ 良好な環境が形成されるまち 

番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

1 温暖化対策の

推進 

近年の急激な気候変動の要因となっている温室

効果ガスの排出を抑制するため、再生可能エネ

ルギーの普及促進や、省資源・省エネルギーの

取組を推進する。 

・市民・事業者が設置する創エネ・省エ

ネ機器への補助を行った。 

⇒温室効果ガスの排出抑制のためには、

引き続き本事業を通じた創エネ・省エ

ネ機器の普及促進が必要である。 

継続 23,573 継続 継続 市民生活環境部

環境政策課 

2 地域環境の保

全 

大気測定局による常時監視や河川水質等の定期

測定により地域環境の状況把握を行うととも

に、事業者へ適切な指導を行うことで事業活動

に伴う環境負荷の低減を図る。 

・大気、水質、騒音等の定期的な測定を

適切に実施し、環境基準等への適合状

況を確認した。 

・立入調査や行政測定を通じて事業者へ

法令遵守等の指導を行った。 

⇒製造業を始めとする活発な事業活動と

快適な市民生活の両立のためには、継

続的に本事業に取り組む必要がある。 

継続 82,676 継続 継続 市民生活環境部

環境政策課 

3 ごみ処理施設

更新事業の推

進 

令和 4年度完了を目指して、第一工場の解体及

び跡地を利用したリサイクル施設の整備を推進

する。 

・工場棟のプラント設備及び建屋（地上

部）の解体と煙突外部足場の設置を完

了した。 

⇒上記実績を踏まえ、引き続き計画的に

ごみ処理施設更新事業に取り組む必要

がある。 

継続 685,146 ― ― 市民生活環境部

エネルギーセン

ター 

4 庁内ＰＣＢ廃

棄物の適正な

処理 

平成 28 年度の事業開始以降、計画的な処理を行

ない、庁内の対象ＰＣＢ廃棄物は、現在、感圧

複写紙（約 1.6 トン）である。 

当該感圧複写紙については、令和元年 12 月の法

令改正により、一定の基準を満たした無害化処

理認定施設での処分が可能となり、処分期間も

変更となった。今後は、処理費用等の状況を把

握したうえで、令和 5 年度を目途に処理を実施

する。 

・具体的な処理費用など、不明確な部分

の情報収集を行った。 

・会議等により他の自治体における処理

状況の把握を行った。 

⇒処理できる無害化処理認定施設が令和

2 年度は 3施設であったが令和 3年 11

月時点では 6施設に増加し、処理費用

も若干ではあるが減少傾向にあること

を確認した。 

継続 96 継続 ― 市民生活環境部

資源循環推進課 
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７ 地域に元気があって市民生活が充実したまち 

番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

1 コミュニティ

活動の推進 

地域住民の連帯意識の向上と安全安心な魅力あ

るまちづくりの促進を図るため、高槻市コミュ

ニティ市民会議や地区コミュニティが進める取

組や防災活動等を支援する。 

また、19 コミュニティセンターの管理運営や維

持管理、及び事業実施を支援し、地域の一層の

活性化を推進する。 

・各コミュニティ組織に対し、活動に必

要な経費の補助を行い、活動の促進を

図った。 

・市民意識調査において、自治会の加入

や活動に対する意識等についての調査

を実施した。 

⇒コミュニティ組織の維持や持続可能な

地域自治の仕組みを形成するための支

援策の検討が必要である。 

継続 202,087 継続 継続 市民生活環境部

コミュニティ推

進室 

2 市民協働や市

民公益活動の

推進 

市民公益活動サポートセンター管理運営委員会

の組織強化及び運営の自立化に向けた取組を支

援するとともに、ＮＰＯと行政との協働事業を

推進する。 

また、ＮＰＯの設立認証等の事務を行う。 

・同委員会に対し、活動に必要な経費の

補助を行い、活動の促進を図った。 

・サポートセンター登録団体の情報を集

約した「ＮＰＯカルテ」、及び市民公

益活動の促進を目的とした市民向け冊

子「まちづくりハンドブックⅢ」の改

訂を行った。 

⇒「ＮＰＯカルテ」を活用した取組を継

続的に推進し、ＮＰＯと行政との協働

事業を進める必要がある。 

継続 8,933 継続 継続 市民生活環境部

コミュニティ推

進室 

3 高槻城公園芸

術文化劇場の

整備 

老朽化した市民会館に代わる芸術文化劇場を整

備するとともに、管理運営についての検討を進

める。 

・引き続き整備工事を行った。 

・ロゴデザインを市民投票により決定し

た。 

・緞帳を制作する事業者を選定した。 

⇒予定通り進捗している。 

継続 2,910,994 ― ― 街にぎわい部歴

史にぎわい推進

課 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

4 将棋振興の取

組 

日本将棋連盟と締結した包括連携協定に基づ

き、アマチュア将棋大会の実施や子ども将棋教

室の運営支援などを行うほか、市内でのタイト

ル戦開催に向けて取り組むなど、更なる将棋文

化の振興を図る。 

・第 71 期王将戦第 2局や王将戦関連イベ

ントのほか、桐山清澄杯将棋大会や高

槻こども王将戦などの将棋大会を開催

することで、将棋文化の普及啓発及び

ＰＲを図った。 

・子ども将棋高槻サテライト教室の運営

支援を実施し、将棋を通じた青少年の

健全育成を推進した。 

・日本将棋連盟の棋士派遣事業を活用

し、小中学校で棋士による講義を実施

することで、将棋文化の普及啓発を図

り、将棋を通じた青少年の健全育成を

推進した。 

⇒引き続き、学校現場や社会教育の場で

裾野を広げるような将棋振興の取組を

推進する必要がある。 

継続 33,795 継続 継続 街にぎわい部文

化スポーツ振興

課 

日本将棋連盟との関西将棋会館移転に係る合意

書に基づき、新会館の建設支援を行うため、寄

附募集を行うとともに、会館移転が円滑に進む

よう、必要な取組を行う。 

・ふるさと納税型クラウドファンディン

グを活用し、事業のＰＲ及び寄附募集

を行った。 

・企業版ふるさと納税制度を活用し、事

業のＰＲ及び寄附募集を行った。 

・車外ラッピングやフロントマスク等の

市バス広告を活用し、会館移転決定の

周知を図った。 

⇒引き続き事業のＰＲを行い、より多く

の寄附を集められるよう取組を進めて

いくとともに、会館移転が円滑に進む

よう、必要な取組を行っていく必要が

ある。 

継続 882,974 継続 ― 街にぎわい部観

光シティセール

ス課 
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８ 効果的・効率的な行財政運営が行われているまち 

番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

1 「みらい創

生」に向けた

取組 

行政運営の手法や事務事業の全てについて、ゼ

ロベースからの見直しを行い、「強い財政をつ

くる」「強い組織をつくる」「輝く未来をつく

る」を実現することにより、20 年後、30 年後の

輝く未来を創生する。 

・改革方針に基づく取組の推進 

・みらい創生審議会における調査審議 

⇒「みらいのための経営革新」に向けた

改革方針に基づく取組を一層推進する

必要がある。 

継続 187 継続 継続 総合戦略部みら

い創生室 

2 働き方改革に

よる業務効率

化の推進 

今後の厳しい財政運営が想定される中で、市民

サービスの質を維持し、組織活力の向上を図る

ため、行政事務の効率化及び生産性向上に向け

た取組を推進する。 

・平成 29 年度に策定した「ＳＭＡＲＴワ

ークプラン」に基づき、時間外勤務の

削減を始めとした働き方改革の推進の

ため、業務改善に係る実効性の高い取

組を検討し、職員に展開した。 

⇒引き続き、各所属の状況把握に努め、

よりよい職場環境の構築を図っていく

とともに業務改善に向けた取組を一層

推進する必要がある。 

継続 1,386 継続 継続 総合戦略部みら

い創生室、総務

部人事企画室 

3 市役所本館及

び総合センタ

ーの空調設備

等改修 

・市役所本館の空調設備等の改修について、民

間事業者のノウハウを最大限に活用し、「よ

り効率的な機器導入」や、これを通じた「財

政負担の縮減」「地球温暖化対策など環境面

への配慮」などの課題に対して、より積極的

に対応するため、ＥＳＣＯ事業での改修を実

施する。 

・改修が完了した総合センターの空調設備等に

ついて、ＥＳＣＯ事業にて、維持管理や、エ

ネルギーの計測・検証を行う。 

・市役所本館ＥＳＣＯ事業については提

案を公募し、提案募集要項及び提案審

査要領に基づき審査を行い、最優秀提

案者を選定した。 

・総合センターＥＳＣＯ事業については

空調設備の最適な運転管理等を行い、

光熱水費などの削減に取り組んだ。 

⇒計画のとおり進捗している。 

継続 442,706 継続 継続 総務部総務課 
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番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

4 ＩＣＴの利活

用による業務

効率化 

業務の効率化や市民サービスの向上を図るた

め、ＲＰＡの活用を推進するとともに、ＡＩ等

ＩＣＴの利活用について引き続き検討を行う。 

また、簡易電子申込システムの更なる活用を推

進するとともに、国の「自治体ＤＸ推進計画」

及び本市の「ＩＣＴ戦略」に基づき、行政手続

のオンライン化を推進する。 

・ＲＰＡのシナリオを新たに作成し、業

務の効率化を図った。 

⇒引き続き、ＲＰＡを活用する所属の拡

大に努め、業務の効率化を一層推進す

る必要がある。 

・簡易電子申込システムの操作研修を実

施するとともにコールセンター・ヘル

プデスクの利用を開始した。 

⇒引き続き、システムの積極的な活用を

推進する。 

継続 41,866 継続 継続 総合戦略部情報

戦略室 

5 情報システム

の最適化・再

構築の推進 

国の「自治体ＤＸ推進計画」に基づき、情報シ

ステムの標準化に取り組むとともに、平成 28 年

に策定した「情報システム最適化・再構築計画

の方針」に基づき、クラウドを利用したサーバ

統合、共通基盤構築、ＩＣＴガバナンスの強化

に取り組む。 

・クラウドを利用したサーバ統合 

22 システム（令和 3年度末見込み）の

サーバをクラウドへの統合を行った。 

・共通基盤構築 

文字コード変換サーバの構築を行っ

た。 

・ホストコンピュータシステム再構築 

国民健康保険システム再構築を開始し

た。 

・ＩＣＴガバナンスの強化 

 コンサルティング事業者を活用し、令

和 2年度に作成した調達ガイドライン

に基づき、システム関連経費の抑制を

行った。 

⇒概ね方針のとおり進捗している。 

継続 28,319 継続 継続 総合戦略部情報

戦略室 



32 

番号 主要事業名 概要（3か年の内容を含む） 令和 3年度実績（見込み）・評価 方向 

3 か年の計画 

所管 令和 4年度 

当初予算（千円） 
5 年度 6 年度 

6 キャッシュレ

ス決済の導入 

市税及び国民健康保険料の納付手続において、

スマートフォンのアプリを利用した電子マネー

等による納付が可能となるキャッシュレス決済

を導入する。 

・各事業者と業務委託契約を締結し、令

和３年度よりキャッシュレス決済を導

入した。 

・広報誌やホームページの掲載、利用案

内チラシの送付など市民に対する周知

を行った。 

⇒計画通り導入は完了した。引き続き、

地方税共通納税システムの対象税目拡

大に対応し、納税手続の電子化を推進

する。 

継続 1,330 継続 継続 総務部税制課、

市民税課、資産

税課、収納課、

健康福祉部国民

健康保険課 

7 公共施設アセ

ットマネジメ

ントの推進 

施設の長寿命化や再配置について、公共施設等

総合管理計画に基づく個別施設計画の進捗管理

と継続的な見直しを行う。 

・公共建築物等の個別施設計画の進捗管

理を行った。 

⇒今後、計画の進捗管理と継続的な見直し

が必要である。 

継続 4,000 継続 継続 総合戦略部アセ

ットマネジメン

ト推進室ほか 

8 公有財産の貸

付・売却等の

推進 

財産の利活用の検討を行うとともに、普通財産

の貸付・売却を推進する。 

・公用廃止となった特定公共物等の普通

財産の売却を行った。 

⇒引き続き、普通財産の売却等を推進す

る必要がある。 

継続 8,182 継続 継続 総合戦略部アセ

ットマネジメン

ト推進室 

 

 


